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) は, 除名は ｢議員の身分の喪失に関する重大
｢地方議会による議員懲罰とその司法審査に関する再考察｣ (皆川)()
(１) 本稿は, 拙稿 ｢議員の懲罰決議に対する取消訴訟｣ (『地方自治判例百選・
第２版』) 	頁～





議員 (当時) の曽我千代子氏には, 感謝を申し上げる次第である｡
(２) 斎藤秀夫 ｢地方公共団体の議会の議員に対する出席停止の懲罰議決と裁
判権｣ (民商法雑誌巻５号) 	頁～







止と裁判権｣ (岡山大学法經學會雑誌巻４号) 頁～頁, 高田敏
｢地方議会議員の懲罰と司法審査｣ (『憲法判例百選Ⅱ・第４版』) 頁～
事項｣ であり, その適否は ｢単なる内部規律の問題に止らない｣ ので,



























頁, 田近肇 ｢地方議会議員の懲罰と司法審査｣ (『同Ⅱ・第７版』) 




頁, 安念潤司 ｢地方議会議員の懲罰と司法審査｣ (『同Ⅱ・第６版』) 

頁～	頁, 中嶋直木 ｢地方議会議員の懲罰と司法審査｣ (『同Ⅱ・第７版』)
頁～頁, 濱秀和 ｢出席停止の懲罰決議と司法審査｣ (『地方自治判例
百選』) 頁～頁, 常岡孝好 ｢地方議会議員の懲罰と司法権｣ (『同・
第３版』) 頁～頁, 大橋真由美 ｢地方議会議員の懲罰と司法権｣
(『同・第４版』) 
頁などを参照｡









(５) 笹田栄司 ｢市議会議員に対する厳重注意処分と司法審査｣ (法学教室

























行為であるとされた事例｣ (自治研究巻１号) 	頁～頁, 井上武史
｢議会代読拒否訴訟控訴審判決｣ (法学教室号・判例セレクト
―
憲法８) 頁, 植木淳 ｢発声障害のある地方議会議員の発言保障―中津川
市代読拒否訴訟控訴審判決｣ (ジュリスト臨時増刊	号・平成年度重
要判例解説・憲法３) 頁～頁, 川島聡 ｢発声障害のある議員と発言方
法の規制｣ (法学セミナー増刊号・新・判例解説・国際公法１)
頁～頁, 三宅裕一郎 ｢発声障害をもつ議員の発言方法を選択する自
己決定権・中津川市議会 『代読』 拒否訴訟控訴審判決｣ (法学セミナー
号・最新判例演習室―憲法) 頁などを参照｡
(７) その他, 安福達也 ｢法律上の争訟性をめぐる裁判例と問題点 (上)｣ (判
例タイムズ号) 頁～頁も参照｡

















の決定を中心として―｣ (ジュリスト	号) ２頁～５頁, 杉村敏正 ｢縣議
會議員除名處分とその取消の訴｣ (法學論叢	巻３号) 頁～頁, 田
中二郎 ｢行政處分の執行停止と内閣總理大臣の異議｣ (『行政争訟の法理』
所収・昭和	年・有斐閣) 頁～頁, 山田準次郎 ｢行政処分の執行停
止に対する内閣総理大臣の異議に関する最高裁判所の決定について｣ (法
律論叢巻５号) 頁～頁, 雄川一郎 ｢司法権と行政権―米内山事件―｣
(『憲法判例百選Ⅱ』) 	頁～		頁, 緒方節郎 ｢内閣総理大臣の異議｣
(『行政判例百選・新版』) 	頁～
頁, 東條武治 ｢内閣総理大臣の異議｣
(『行政判例百選Ⅱ』) 頁～頁, 古城誠 ｢内閣総理大臣の異議｣ (『同
Ⅱ・第３版』) 頁～頁, 鵜澤剛 ｢内閣総理大臣の異議｣ (『同Ⅱ・第




社会論｣ の萌芽 (登場) として検討を加えている｡ また, 松島諄吉 ｢特別









学説にあっても, 司法権の任務は ｢市民的な権益｣ の保護に限定され
るのであり, 公選による議員たる地位は, 国ないし地方公共団体の組織
上の公の資格であって, 普通の市民として享有しうる地位とは異なるこ
と, あるいは, 懲罰決議は, 地方議会という国家法秩序の介入からある












) では除名処分が違法と, また, 札
｢地方議会による議員懲罰とその司法審査に関する再考察｣ (皆川)()
(９) 芦部信喜 ｢地方議会の議員除名議決と取消訴訟の対象｣ (自治研究巻





ズ	号) 頁～頁 (特に頁) などを参照｡
() 濱秀和 ｢議員の懲罰決議に対する取消訴訟｣ (『地方自治判例百選』) 

























	号頁) は, 議員の会期外の行為であっても, 議会の開会を阻止し
流会に至らしめるような議会運営に関する行為は懲罰理由になるとされ





	頁, 拙稿 ｢議員の懲罰決議に対する取消訴訟｣ (『同・第２版』) 	
頁
～	頁, 野村武司 ｢議員懲罰規定の遡及適用｣ (『同・第４版』) 頁な
どを参照｡
() 中川剛 ｢議員に対する懲罰処分の性質｣ (『地方自治判例百選』) 	頁～
頁, 岡田雅夫 ｢議員に対する懲罰処分の性質｣ (『同・第３版』) 
頁～
頁, 大橋真由美 ｢議員に対する懲罰処分の性質｣ (『同・第４版』) 
頁などを参照｡
() 芦部・前景論文 (｢地方議会の議員除名議決と取消訴訟の対象｣) 頁～

頁を参照｡
() 堀内健志 ｢議場外の議員の個人的行為と懲罰事由｣ (『地方自治判例百選・
第３版』) 頁～頁, 寺洋平 ｢議場外の議員の個人的行為と懲罰事由｣
(『同・第４版』) 頁などを参照｡
() 田村悦一 ｢会議外の行為と懲罰｣ (『地方自治判例百選』) 頁～頁及
び (『同・第２版』) 	頁～	頁を参照｡
() 佐藤繁 ｢議員の任期満了と除名処分取消の訴えの利益｣ (『地方自治判例












































ても, 例えば, 地方議会の懲罰決議は, すべて議会の内部規律に委ねる
のではなく, 除名は ｢市民法秩序｣ につながる問題であること, あるい















() 杉村・前掲論文 (｢縣議會議員除名處分とその取消の訴｣) 
頁以下,
田中二郎・前掲論文 (｢行政處分の執行停止と内閣總理大臣の異議｣) 
頁以下, 田村浩一 ｢地方議会の議決と争訟｣ (都市問題研究６巻７号) 
	
頁以下, 俵静夫 『地方自治法 (改訂)』 (昭和		年・有斐閣) 
頁以下な
どを参照｡ なお, 斉藤・前掲論文 (｢地方公共団体の議会の議員に対する








() 佐藤幸治 『日本国憲法論』 (平成
年・成文堂) 	頁｡ もっとも, 佐藤






































) では３日間の出席停止が課されているが, いずれも, 出席
｢地方議会による議員懲罰とその司法審査に関する再考察｣ (皆川)()
(
) 宇賀克也 ｢出席停止処分無効確認請求事件｣ (自治研究巻号) 頁
～頁, 判決概要紹介コーナー ｢町議会議員出席停止処分無効確認・取
消請求事件・佐賀県神埼町｣ (判例地方自治号) 頁などを参照｡




() 折登美紀 ｢町議会の懲罰動議提出による名誉毀損控訴事件 (北海道七飯
停止の司法審査性が否定されている｡
(３) 出席停止にも司法審査を認める事例
① 古くは, 除名にかかわらず, 福岡高裁昭和年９月日判決 (出
勤 [登院] 停止取消請求事件：行裁例集１巻６号頁) ではか月の





















































































() 川上勝己 ｢議員懲罰処分と司法審査｣ (『行政法の争点』) 頁～頁,




方が, 近時においては有力となっている｡ 因みに, この１－(３) の考
え方は, 懲罰決議に係る議会の自律権・裁量権の行使に関し, 部分社会
論, 特別権力関係論や統治行為論を払拭し, そして, 日本国憲法第条





は, 除名, 出席停止, 陳謝及び戒告の４種類であり, 戒告が最も軽い懲








止の懲罰議決と裁判権｣) 頁, 田中真次・前掲論文 (｢地方公共団体の
議会の議員に対する出席停止の懲罰議決と裁判権｣) 頁, 田村悦一・前
掲論文 (｢地方議会議員の出席停止と裁判権｣) 頁, 高田・前掲論文




頁, 中嶋・前掲論文 (｢地方議会議員の懲罰と司法審査｣) 頁, 濱・
前掲論文 (｢出席停止の懲罰決議と司法審査｣) 頁及び同・前掲論文
















しかし, 異例のことではあるが, 当該戒告を拒否したり, 議長の戒告
に従わなかった場合, 将来再度同じ, あるいは, より重い処分を課せら
れることも現実にはあり得えよう｡ また, 陳謝文の朗読を拒否したり,
陳謝文を議会に提出するにとどめたり, さらには, 他の議員をして代読












() 以上について, 長野士郎 『逐条地方自治法 (第次改訂版)』 (平成５年・





































影響を与える｡ 従って, 陳謝や戒告は, 行政事件訴訟法第３条２項にい











されている｡ もっとも, 会期中であれば, 陳謝の取消しを求める行政事
件訴訟は, 訴えの利益が継続することになるので, 裁判所が, その違法
性を審査することも可能となるのではなかろうか｡
中京法学巻３・４号 (年) ()












おいては, 議員は, 無礼の言葉を使用し, 又は他人の私生活にわたる言
論をしてはならない｡｣ と規定している｡ 当然のことながら, 議員とし
ての言論の品位を保つため, ｢無礼の言葉｣ の使用禁止, ｢他人の私生活｣
にわたる言論の禁止が, その責務として課せられている｡ しかし, 言論
の自由は, 日本国憲法第条で保障された基本的人権の一つに他ならな






まず, 地方自治法第条にいう ｢無礼の言葉｣ の解釈は, 厳格に行
われるべきである｡ この点, 前掲の札幌高裁昭和年月日判決は,
｢議員の発言が無礼の言葉であるといわれるには, 議員が附議された事













決に見られるように, 議員から特別委員会に提出された ｢抗議文｣ の中
にある ｢委員の中にはブローカーか闇屋の指導者か時代遅れの教育者か











｢実質的害悪を与えることの明白かつ現在の危険｣ や ｢現実の害意｣ が
存在する場合に限定されるべきではなろうか｡ こういった判断・考慮を
行うことなく, ただ漫然と ｢他の議員に対して不穏当な言辞を用い, 議
会の品位を失墜させた｣ との一言をもって懲罰決議を行う場合, 法律解








次に, ｢無礼の言葉｣ の使用禁止とともに, 地方自治法第条は,
｢他人の私生活の尊重｣ を議員の責務としている｡ 一般私人はもとより,
他の議員の名誉や私生活を保護することが重要である｡ それでは, 議員
の有する ｢言論の自由｣ と他の議員の ｢私生活｣ に関する発言について
は, どのように理解すればよいのであろうか｡
まさに, 議員としての政治活動は公的活動に他ならない｡ また, 議員
たる地位は, 単に私人たる地位に止まらず公的存在者に他ならない｡ こ
こでは, ｢表現の自由の保障｣ と ｢名誉の保護｣ や ｢私生活の尊重｣ の
















とめるべきであろう｡ このように, 地方議会の議員に関しては, 一般市
｢地方議会による議員懲罰とその司法審査に関する再考察｣ (皆川)()
() 高佐智美 ｢名誉毀損と 『公共ノ利害ニ関スル事実』 ― 『月刊ペン』 事件｣
(『憲法判例百選Ⅰ・第７版』) 頁～頁, 佐伯仁志 ｢公共の利害に関
する事実― 『月刊ペン』 事件｣ (『メディア判例百選・第２版』) 頁～
頁などを参照｡
民法秩序における名誉の保護, 私生活の尊重をそのまま持ち出すことは




理由により, 除名に限らず, 出席停止, 陳謝や戒告の司法審査性を全面







り懲罰を科することができる｡｣ と規定している｡ 議会の懲罰権は, 会
議体としての議会の規律と品位を保つために認められているものであり,
地方自治法上の規定, 会議規則及び委員会に関する条例に違反する議会































































確かに, 除名の決議はもとより, 出席停止, 陳謝及び戒告といった懲
罰決議は, 議会の裁量権行使に関係する部分が多い｡ しかし, 懲罰決議
を行うか否か, いかなる懲罰を選択するかに際しては, ①目的違反, 動
機違反 (報復目的や抑圧目的) や他事考慮, ②懲罰事実の誤認や懲罰事
由該当性判断の過誤, ③平等原則違反や比例原則違反など, 議会の裁量
権行使に逸脱・濫用が生じることもあり得る｡ そこで, 以下, これらの
点を検討してみたいと思う｡
① 目的違反・動機違反・他事考慮

















免れることはできないと述べ, ｢ (一) 人違いで議員が懲罰された場合,
















礼の言葉』 に該当するか否かは, 法律解釈の問題であつて, これが解釈
を誤りこれに基き議員を除名したような場合には, その前提が違法であ












域に属するとしても, 裁判官は, 常に ｢根拠事実の事実としての正確性｣
の判断を行うべきである｡ 裁判官が, 懲罰決議の根拠となる ｢事実の存
否｣ に関する審査, ｢事実に対する評価｣ の審査を行うことは, 何ら議
会の裁量権を侵すものではない｡ 例えば, 前掲の札幌高裁昭和年月
日判決は, ｢議員が果してどんな発言をしたかを確定することは, 事


























裁判所は, その処分を取り消すことができる｡｣ と規定している｡ 少数
派議員への報復目的として陳謝や戒告がなされた可能性が極めて高けれ
ば, 陳謝や戒告自体が懲罰事由該当性判断の過誤に基づいていることに


























の発言は, 地方自治法一三二条所定の 『無礼の言葉を使用し』 た場合に







る｡ これらの判決を参考にするならば, 除名に限らず, 出席停止, 陳謝














となってくる｡ すなわち, 懲罰の対象とされた議員の ｢防御権｣ (告知
と聴聞を受ける権利) の保障に関する問題である｡ この点は, 行政手続




















































(	) 市原昌三郎 ｢理由付記｣ (『行政判例百選Ⅱ・第２版』) 頁～
頁,
大浜啓吉 ｢理由の提示 () ―旅券発給拒否｣ (『同Ⅰ・第５版』) 頁～
	頁, 折橋洋介 ｢理由の提示 (	) ―旅券発給拒否｣ (『(同Ⅰ・第７版』)
頁～頁などを参照｡
(		) 熊本信夫 ｢個人タクシー事業の免許申請の審査と公正手続―手続の瑕疵
()｣ (『行政判例百選Ⅰ』) 頁～頁, 小高剛 ｢個人タクシー事業免許
と公正手続｣ (『同Ⅱ・第３版』) 頁～頁, 恒川隆生 ｢個人タクシー
免許申請の審査手続｣ (『(同Ⅰ・第７版)』) 	頁～	
頁などを参照｡
(	) 小高剛 ｢審議会と行政手続｣ (『行政判例百選Ⅱ・第４版』) 
頁～

頁, 仲正 ｢運輸審議会の審理手続｣ (『同Ⅰ・第５版』) 頁～頁, 大沢
光 ｢運輸審議会の審理手続｣ (『同Ⅰ・第７版』) 	頁～	頁などを参照｡
(２) ｢裁判を受ける権利｣ の保障
日本国憲法第条は, ｢何人も, 裁判所において裁判を受ける権利を
奪はれない｡｣ と規定している｡ すなわち, 違法な ｢行政庁の処分｣ や












ではない｡ ここでは, 議員として, ひいては国民としての ｢裁判を受け
る権利｣ という基本的人権を否定し, 裁判所法の解釈を誤ったものと評
価する外なく, 憲法違反・法令違反の疑いが極めて強いと言えるのでは













る｡ この論旨展開は明快であり, そして, 説得力に富んでいる｡












行う議会は ｢行政庁｣ と見なされることからしても, 行政機関がほとん
ど終審として裁判を行っていることに等しくなろう｡ 裁判所法第３条２
項では, ｢行政機関が前審として審判することを妨げない｡｣ と規定され
ているものの, 日本国憲法第条２項後段にいう ｢行政機関は, 終審と
して裁判を行ふことができない｡｣ との関連で, 実務上, 疑義が生ずる
ことは論を俟たない｡ このような点に鑑みれば, ｢裁判を受ける権利｣











い｡ そこで, 懲罰決議は, 具体的事案に則し, 懲罰の動機・目的, 重要















序・法支配は, 充実し完備し統合されてゆくのである｡ されば, いくら
空疎な法秩序の多元性を力説してみたところで, 違法な除名処分が裁判
所に出訴できないという見解の理論的基礎づけとならないことは識者を











は, 一般市民法秩序に関わるものとして, 裁判所法３条１項にいう 『法



















れば, ｢濫訴の弊｣ の危険が惹起するとの意見も提示されよう｡ しかし,
この意見は杞憂に過ぎないと思われる｡ むしろ, 出席停止, 陳謝や戒告
の司法審査性を認めることが, 返って望ましい結果をもたらすことにな
ろう｡ なぜなら, 地方議会が慎重な判断・手続の下で, 除名, 出席停止,
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 田近・前掲論文 (｢地方議会議員の懲罰と司法審査｣) 	頁｡







求訴訟における ｢被害者｣ の概念, 取消訴訟の訴訟要件である ｢処分性｣
や ｢訴えの利益｣ の概念を拡大化・相対化させることによって, 司法救























() 戸波江二 ｢空港の騒音公害と人格権―大阪空港公害訴訟｣ (『憲法判例百
選Ⅰ・第５版) 頁～頁, 渋谷秀樹 ｢空港の騒音公害と人格権―大阪空
港公害訴訟｣ (『同Ⅰ・第７版』) 頁～頁, 原田尚彦 ｢空港公害と被害
者救済｣ (『行政判例百選Ⅱ・第４版』) 頁～
頁, 深澤龍一郎 ｢国営
空港の供用差止め｣ (『同Ⅱ・第７版』) 頁～頁, 磯村篤範 ｢空港騒
音と供用関連瑕疵｣ (『同Ⅱ・第７版』) 		頁～	頁などを参照｡
() 古城誠 ｢定期航空運送事業免許と第三者の原告適格｣ (『行政判例百選Ⅱ・
第６版』) 頁～頁, 松戸浩 ｢行訴法条１項による主張制限｣ (『同
Ⅱ・第７版』) 頁～
頁などを参照｡
(	) 大西有二 ｢原子炉設置許可処分無効確認訴訟の原告適格｣ (『行政判例百
選Ⅱ・第４版』) 	頁～	
頁, 同 ｢原子炉設置許可と第三者の原告適格｣























らである｡ 既に述べてきたが, いわれなき嫌疑により出席停止, 陳謝や
戒告を受けた場合であっても, 地方議会の自律権・裁量権の問題である
との理由で, これを当然に受忍せよとの論理は, 到底是認しがたい｡ な
ぜなら, 国民の権利救済を行うべき裁判所が, 回復困難な損害の発生を
当初から黙認することに繋がるからである｡ むしろ, 日本国憲法第条






() 横山信二 ｢都市計画事業認可と第三者の原告適格｣ (『行政判例百選Ⅱ・
第６版』) 	頁～	頁, 湊二郎 ｢都市計画事業認可と第三者の原告適格｣
(『同Ⅱ・第７版』) 	頁～		頁などを参照｡
() 山下竜一 ｢土地区画整理事業計画｣ (『行政判例百選Ⅱ・第７版)』) 	
頁～	頁を参照｡
